
＜区西部＞ 参考資料４

病院名

①これまでの

コロナ患者の

受入有無

②通常医療の

制限有無
③通常医療を継続するための対応

④想定通り継続できたか。

工夫した点は何か

⑤コロナ患者を

受入れていない理由
⑥平時から備えておくべきと考える事項

1

国立国際医療研究

センター

受入れた 一部制限した時期

がある

・第一波で感染症病床及びICU病床をコロナ専用

（重症）に転用した

・結核専用病棟をコロナ専用病棟（中等症～準重

症）とした

・HCU病棟を陰圧化し、コロナ専用病床（重症）

とした

・個室病棟（13階）の一部の区域をコロナ専用病

床（中等症）とした

・通常医療において、外来、不急な手術な

どの縮小を図った

・感染状況及び都要請に応じて、通常診療

とコロナ対応の体制変更の切り替えを機動

性をもって実施した

ー ・医療機関が担う役割を明確にした機能別の地

域連携

・不測の感染症に対応できる病室や病棟の整備

（そのための財政補助）

2

東京女子医科大学

病院

受入れた 全く制限していな

い

外来入口の動線分離、発熱・トリアージ外来の設

置、病棟のゾーニング

通常診療を提供している旨、ホームページに

記載

ー ・短期間で感染症用に転換できる病棟の選定

・発熱・トリアージ外来の設置場所の確保

3

新渡戸記念中野総

合病院

受入れた 一部制限した時期

がある

コロナ専用病棟を作り一般病棟と分離した。2020

年初期と2021年9・10月は1フロアーをコロナ病棟

とした。

待機可能の手術の延期・外来の縮小・健診

部門の停止で対応した。この対応範囲内で

救急を含む通常医療の提供は想定通りに出

来たと考えます。

ー 行政・病院間・医師会との3者間の連携体制の

構築が最も重要であると考えます。

4

荻窪病院 受入れた 一部制限した時期

がある

・コロナ患者との導線を分離するため、発熱外来

を6ブース、敷地内に新たに設置した。

・コロナ患者との導線を分離するため、ゾーニン

グにて、一般病床44床を利用して、コロナ専用病

床重症2床、中等症20床を作り、対応した。

・一般病床の縮小した分、予定手術や、検

査入院を調整して減らさざるを得なかった。

ー ①院内でのゾーニングを可動性が可能なように

設置すること。

②行政、地区医師会、コロナ対応病院での定期

的な情報交換のための会合を設置すること。

5

慈雲堂病院(東京

精神科病院協会)

受入れていない ー ー ー 精神科病院の為、病棟構造

的にも設備的にも人的にも

コロナ患者の受け入れは不

可能でした。濃厚接触者の

受け入れはありましたが、

入院後PCR陽性となり松沢

病院に転院しました。

精神科病院としては院内での徹底した感染予防

対策が重要では無いかと思います。クラスター

を出さないようにして、自院患者をコロナ治療

の為に転院させる事態に至らないような日頃の

対策が必要と思います。またコロナ治療後で、

元の施設や病院に戻れない患者の受け入れに協

力してゆく事であると思います。
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6

中野区医師会（大

場診療所）

受入れた 全く制限していな

い

入院は当院では行っていない。外来は当初は導線

を分けるとのと、診療時間帯を分けた。現在は発

熱外来を別に設けた。

発熱外来を別に設けてからは、通常診療へ

の影響がかなり少なくなった。

ー 院内体制：感染症対策と休職者の対応、医療連

携（特に病院との連携と保健所との連携）、行

政の対応（法律的問題）

7

全国健康保険協会

東京支部

ー ー ー ー ー 限られた医療資源を有効活用するためには、地

域における情報の共有化及び見える化が最重要

と思われます。

そのためには、ICTを活用した情報連携システ

ムの構築・整備・運用が急務と考えますが、例

えば、現行の基盤である「東京都多職種連携

ポータルサイト」の活用（及び徹底利用）によ

り、それらを進めることも対応案の一つと思わ

れます。

8

全国設計事務所健

康保険組合

ー ー ー ー ー 医療提供体制の確保の他、ワクチン接種による

医療従事者の負担を軽減し、集団免疫を達成す

るための一助となるワクチン職域接種の実施体

制を確保しておくこと。

9

杉並区杉並保健所 ー ー ー ー ー 地域における医療関係者、行政の連携体制


